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1．はじめに

最近、「大学生の学力低下」が話題に上る機会

が多くなってきた。大学教育は労働市場に出る直

前の教育として労働生産性に大きく影響し、低

迷するわが国の経済成長率の帰趨に深く関与す

る。その意味で、その大学教育を支える原資とし

ての奨学金はかつてないほどの重要な役割を担っ

ているが、財政構造改革・特殊法人改革のおり、

ただ単なる量的な拡大は社会的に許容されず、そ

の効率的・効果的な運用が期待されている。し

かしながら、わが国の奨学金の機能評価・政策

評価に関しては、実際のデータを用いた実証研究

は驚くほど少なく、アネクドータルな政策論争が

行われているのが現状である。したがって、奨学

金政策の効率的な運営を行うために、厳密な統

計的分析を用いた評価研究が求められている。

本稿では大学生の消費面に注目し、奨学金を

受給している大学生がそれを効果的に支出してい

るかどうかを分析する1）。わが国の奨学金の９割

近く 2）は、日本育英会奨学金であるから、本稿

の分析は日本育英会奨学金に対する分析と言い

換えてもよいかもしれない。日本育英会奨学金の

目的は、「優れた学生及び生徒で経済的理由によ

り修学に困難があるものに対し、学資の貸与等を

行うことにより、国家及び社会に有為な人材の育

成に資するとともに、教育の機会均等に寄与する

こと」である。しかしながら、受給を決定する資

格審査にはさまざまなインセンティブ上の問題が

あり、その目的にそって奨学金が本当に学習や自

己研鑽へ向けて有効に使われているかどうかは定

かではない。すなわち、①日本育英会奨学金の使

途は自由であるほか、②学業成績や研究とのリン

クが少ないため、奨学金は勉学や自己研鑽関係

の支出には振り向けられず、生活費や奢侈品費

など投資的支出以外の消費に充てられている可能

性がある。さらに、③最初の審査以降奨学金の

継続に審査がないことから、学年が上がるほど勉

学へ支出するインセンティブが下がり、他の消費

支出を増加させる傾向が強まると予想されるので

ある。

奨学金に関する研究は、米国では膨大に積み

重ねられてきている3）が、日本では大学生に対す

る奨学金政策の効果に関する研究は少なく、わ

ずかに教育社会学の分野で、銭［1989］、小林

［1994］、藤森・小林［2001］、小林［2002］等の

研究がみられる程度である4 ）。その中で、学生の

消費面から奨学金の効果を検討している点で、

本稿の分析と比較可能なのは藤森・小林［2001］

および小林［2002］である。まず、藤森・小林

［2001］は、文部科学省「学生生活調査」の個票

を用いて、娯楽嗜好費を被説明変数とし、奨学

金収入を含めた財源別収入項目を説明変数とし

た回帰式を推計し、奨学金が娯楽費に使われて

いるという仮説を棄却している。また、小林

［2002］は、「学生生活調査」の奨学金受給者と

非受給者の平均の収入額と支出額を直接比較す

ることにより、受給者は娯楽嗜好費が少なく、修

奨学金は有効に使われているか

伊藤 由樹子
（日本経済研究センター研究開発部副主任研究員）

鈴木　 亘
（大阪大学大学院国際公共政策研究科助教授・日本経済研究センター非常勤研究員）

投稿論文



87

奨学金は有効に使われているか

学費や課外活動費が高い場合もあるので、奨学

金は娯楽に使われていないと結論づけている。

しかしながら、これら二つの先行研究の分析手

法には、教育経済学で通常行われている厳密な

統計的手法からみて、それぞれ重大な欠陥があ

る。まず、小林［2002］が行っている分析は、

奨学金受給者と非受給者の項目別支出額を平均

額で比較しているにすぎず、収入や家庭環境とい

った個々の学生の属性を全く考慮していない。こ

の場合、例えば収入額が少ない奨学金受給者や

学費免除者の娯楽嗜好費が低いことは当然であ

るが、我々が知りたいことは所得を一定とした後

の娯楽嗜好費の多寡や支出割合である。また、

住居費は親と同居している学生は少なく同居して

いない学生は多くなるが、奨学金受給者は同居

していない学生の割合が大きいため、平均でみれ

ば住居費が高くなる。しかしながら、だからとい

って、奨学金受給者の方が生活必需費である住

居費に支出を振り分ける傾向があるとも言えない

わけで、これらのさまざまな属性要因を一定にコ

ントロールした上での比較を行わなければ、厳密

な仮説の検証にならない。

この点、藤森・小林［2001］が行っている回

帰分析は、個人の諸属性をコントロールして比較

しているという意味で、優れた分析である。しか

しながら、奨学金収入を説明変数としてそのまま

用いるのは適切ではない。この場合、重回帰分析

では不十分で、操作変数法などの推定方法を用

いなければその係数は一致性を満たさず、信頼で

きるものとはならない。加えて、奨学金受給確率

や受給額と、消費関数の誤差項の間には、たと

えば能力など観察不可能なomitted variablesによ

る相関があると考えられる。この場合、第４章で

説明するようなTreatment Effectを考慮した推定

方法を用いなければ、両者の間に見せかけの相関

関係が検出され、ミスリーディングな結果を導く

ことになる5）。

したがって、本稿では、これらの先行研究が陥

っていた統計的な諸問題を解決するために、①奨

学金の決定と消費に関する同時方程式を推定し、

②さらに両者の間の誤差項の相関を考慮した

Treatment Effect Modelを用いる。

以下、第２章では日本育英会奨学金制度と受

給資格審査に伴うインセンティブ上の問題点につ

いて述べ、以下の分析の仮説を提示する。第３

章では、分析に用いる全国大学生活協同組合

「学生生活実態調査」（ＳＳＪデータアーカイブ）

の個票について解説し、記述統計による観察事実

をまとめる。第４章では、推定モデルを提示し、

推定結果をみる。第５章は結語と政策提案である。

2．日本育英会奨学金と受給者に与える
インセンティブの問題

（1）日本育英会奨学金制度
わが国の学生が受給する奨学金の大半は、日

本育英会の奨学金である。日本育英会奨学金の

事業規模は、2001年度の奨学生数は75万人、貸

与金額は約4,900億円であり、大学生向けについ

てみると、日本育英会奨学金は、奨学金全体の

中で支給総額の87.3％、奨学生数では82.2％を占

めている（1999年度）。

奨学金の内容は、無利子貸与（第一種奨学金）

と有利子貸与（きぼう21プラン奨学金）の２種

類である。無利子貸与は利用条件が厳しく、学

力基準や年収制限を満たす必要があるが、有利

子貸与は年収制限条件を満たせばほぼ借りられ

る。奨学金額は、図表-１のように国公立・私立

大学別、自宅・自宅外別にそれぞれ決められて

いる。

（2）受給審査とインセンティブ
ここで問題となるのが、奨学金受給決定の審

図表-1　奨学金の貸与月額（２００２年度入学者） 

自宅から通学 自宅外から通学 
第一種奨学金 
　国公立大学 
　私立大学 

４２,０００円 
５１,０００円 

４８,０００円 
６１,０００円 

３０,０００円、５０,０００円、８０,０００円、 
１００,０００円から選択 

 
きぼう２１プラン 
奨学金 

（注）きぼう２１プラン奨学金は、私立大学の医学部・歯学部・薬学部・
　　獣医学課程では、最高４万円まで増額することができる。 



査である。奨学金貸与を希望する学生は、大学

進学前または進学後に申し込みを行い、いったん

奨学生として採用が決定すれば、在学する学校

の標準修業期間が終了するまで貸与を受けること

ができる6）。つまり、採用決定後は学業成績や研

究とのリンクはほとんどなく、使途は自由である

といえる。このため、ひとたび受給資格を得た者

が、最終学年まで学業へのインセンティブを維持

し、奨学金を本当に学習や自己研鑽のために有

効に用いるかどうかは疑問に思われる。そこで、
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合　計 

日本育英会奨学金を対象とした場合（推定） 

受 給 者 非受給者 受 給 者 非受給者 

合計 
 
　文科系 
　理科系 
　医歯系 
 
　１学年 
　２学年 
　３学年 
　４学年 
 
　男性 
　推薦入学 
　浪人経験有り 
　親と同居 
　学生寮 
　奨学金有り 
 
　現在の暮らし向き：楽 
　将来の暮らし向き：楽 
 
　学生生活は充実 
　大学が好き 
 
　アルバイト有り 
 
　父親が自営業 
 
　国公立大学 
 
　北海道 
　東北 
　東京２３区内 
　東京２３区外 
　東海 
　京都 
　北陸 
　大阪 
　神戸 
　中国四国 
　九州 

１００．０ 
 

５２．８ 
４２．２ 
５．１ 
 

２５．５ 
２４．７ 
２５．１ 
２４．８ 

 
５５．６ 
１４．６ 
２７．１ 
４２．７ 
４．９ 
２１．３ 

 
４０．５ 
１０．８ 

 
７６．８ 
７８．７ 

 
７９．６ 

 
１１．７ 

 
６９．１ 

 
３．４ 
５．４ 
１２．３ 
１１．３ 
１２．８ 
１８．９ 
３．２ 
６．１ 
３．６ 
１１．７ 
１１．２ 

１００．０ 
 

５０．５ 
４４．４ 
５．１ 
 

２５．２ 
２４．８ 
２５．４ 
２４．６ 

 
５５．９ 
１４．０ 
２６．１ 
２８．６ 
１０．７ 
１００．０ 

 
２７．３ 
１１．７ 

 
７６．９ 
８０．３ 

 
８０．０ 

 
１３．７ 

 
７６．４ 

 
３．１ 
６．２ 
１０．６ 
１１．７ 
１１．６ 
１７．１ 
３．４ 
５．０ 
２．６ 
１３．９ 
１４．９ 

１００．０ 
 

５３．４ 
４１．６ 
５．１ 
 

２５．５ 
２４．６ 
２５．０ 
２４．８ 

 
５５．５ 
１４．８ 
２７．４ 
４６．５ 
３．４ 
０．０ 
 

４４．０ 
１０．５ 

 
７６．８ 
７８．３ 

 
７９．５ 

 
１１．２ 

 
６７．１ 

 
３．５ 
５．２ 
１２．８ 
１１．２ 
１３．１ 
１９．４ 
３．１ 
６．４ 
３．９ 
１１．１ 
１０．２ 

１００．０ 
 

５０．０ 
４５．４ 
４．６ 
 

２４．９ 
２５．８ 
２６．１ 
２３．３ 

 
５６．１ 
１４．１ 
２５．９ 
２６．７ 
１１．０ 
１００．０ 

 
２６．６ 
１１．８ 

 
７６．９ 
８０．３ 

 
７９．９ 

 
１３．８ 

 
７５．８ 

 
３．１ 
６．１ 
１０．２ 
１１．２ 
１１．６ 
１７．７ 
３．４ 
５．０ 
２．５ 
１４．３ 
１４．９ 

 

１００．０ 
 

５３．４ 
４１．５ 
５．２ 
 

２５．６ 
２４．５ 
２４．９ 
２５．１ 

 
５５．５ 
１４．７ 
２７．４ 
４６．０ 
３．７ 
５．５ 
 

４３．３ 
１０．６ 

 
７６．８ 
７８．４ 

 
７９．６ 

 
１１．３ 

 
６７．７ 

 
３．５ 
５．３ 
１２．８ 
１１．４ 
１３．０ 
１９．１ 
３．１ 
６．３ 
３．８ 
１１．２ 
１０．４ 

 
 
 

図表-2  データセットの属性別サンプルの構成（１９９７年～９９年） 

（注）１． 総サンプル数は１３,４１４であり、奨学金受給者は２，８６２、非受給者は１０,５５２、そのうち日本育英会奨学金受給者（推
　　  定）は２,３０９、非受給者は１１,１０５である。 
　　 ２．「現在の暮らし向き」は「大変楽な方」「楽な方」と回答した者、「将来の暮らし向き」は「かなりよくなりそう」「少しはよ
　　　くなりそう」と回答した者、「学生生活は充実している」は「充実している」「まあ充実している」と回答した者、「大学
　　　が好き」は「好き」「まあ好き」と回答した者の割合である。 



本稿では、奨学金が果たして有効に使われている

かどうか、次の２つの仮説を提示し、大学生の消

費面から検証する。

第１の仮説は、「奨学金の用途が限定されてい

ないため、貸与される奨学金は教育投資的支出

へは向けられず、それ以外の消費に支出されてい

る」というものである。

第２の仮説は、「大学入学時にいったん奨学金

の貸与が決まれば、それ以降卒業まで厳密な資格

審査がほとんどないため、奨学金が教育的投資以

外の支出へ振り向けられる傾向は、学年が上がる

ほど強まる」というものである。

3．データ

本稿で用いるデータは、全国大学生活協同組

合連合会「第33～35回学生生活実態調査（1997

～99年）」（ＳＳＪデータアーカイブ）の個票であ
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受給者 

平均 分散 最小値 最大値 平均 分散 最小値 最大値 平均 分散 最小値 最大値 平均 分散 最小値 最大値 平均 分散 最小値 最大値 

非受給者 受 給 者 非受給者 

総収入 
　奨学金 
　仕送り 
　勤労収入 
　　アルバイト 
　　定職 
　その他所得 
　（奨学金を除く収入） 
　 
総支出 
　食費 
　住居費 
　交通費 
　日常費 
　教養娯楽費 
　書籍購入費 
　　雑誌を除く 
　勉学費 
　その他支出 
　    うち電話代 
　貯蓄または繰越　 
　 
　生活費 
　奢侈品費 
　研鑚費 
 
特別費 
　旅行費 
　各種課外スクール費 
　耐久消費財・高額商品 
　衣料品 
　 
親の年収 
　父親の年収 
　母親の年収 

１,０６４ 
９９ 
６３４ 
３２０ 
３１３ 
６ 
１２ 
９６６ 
 

１,０３５ 
２２０ 
２８３ 
６６ 
９２ 
１０３ 
３３ 
２１ 
２２ 
９３ 
６５ 
１２３ 
 

５９６ 
１８２ 
４４ 
 
 

９１ 
１１９ 
９２ 
５７ 
 

９１２ 
７８３ 
１２９ 

５１５ 
２００ 
５０１ 
３３１ 
３２０ 
１００ 
８４ 
５１５ 
 

５０８ 
１３８ 
２９１ 
７３ 
９３ 
９６ 
４１ 
３７ 
４５ 
１０２ 
５３ 
１９５ 
 

４１４ 
１２３ 
６３ 
 
 

１８７ 
２２９ 
２８１ 
１０５ 
 

５３６ 
４８０ 
２２２ 

０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
 
０ 
０ 
０ 
 
 
０ 
０ 
０ 
０ 
 
０ 
０ 
０ 

４,４７０ 
２,０００ 
４,０００ 
４,０００ 
４,０００ 
３,５００ 
２,８２０ 
４,１００ 

 
４,４７０ 
１,５００ 
１,６００ 
９４０ 
１,０６０ 
１,２００ 
１,０００ 
９９０ 
１,３００ 
２,０００ 
６４０ 
２,２４０ 

 
２,５００ 
１,４００ 
１,３３０ 

 
 

３,０００ 
３,３３３ 
５,１３３ 
３,３３３ 

 
１０,０００ 
９,０００ 
６,０００ 

１,２３０ 
４６２ 
４６６ 
２９４ 
２９２ 
２ 
８ 

７６８ 
 

１,１９５ 
２４２ 
３２４ 
５９ 
９５ 
１０４ 
３５ 
２３ 
３１ 
１０２ 
６８ 
２０４ 
 

６６１ 
１８６ 
５５ 
 
 

７６ 
１１５ 
９０ 
４７ 
 

６５４ 
５５４ 
１００ 

４４３ 
１３９ 
３９１ 
３０５ 
３０２ 
４５ 
５７ 
４２８ 
 

４４５ 
１３１ 
２７３ 
７５ 
９０ 
９３ 
４２ 
３８ 
６８ 
１０９ 
５２ 
２４９ 
 

３８１ 
１１７ 
８３ 
 
 

１６４ 
２１６ 
２６３ 
７２ 
 

３６９ 
３２７ 
１４５ 

２５０ 
５ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
 

２１５ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
 
０ 
０ 
０ 
 
 
０ 
０ 
０ 
０ 
 
０ 
０ 
０ 

４,４７０ 
２,０００ 
２,２００ 
３,６７０ 
３,６７０ 
１,３００ 
１,０００ 
４,０３０ 

 
４,４７０ 
１,０００ 
１,２５０ 
８００ 
１,０６０ 
１,０００ 
５００ 
４８０ 
１,３００ 
１,１００ 
６４０ 
２,２４０ 

 
１,９１０ 
１,１００ 
１,３３０ 

 
 

２,５３３ 
１,６６７ 
４,２００ 
１,３３３ 

 
７,４４０ 
６,０００ 
１,６００ 

１,０１９ 
０ 

６８０ 
３２７ 
３１９ 
８ 
１３ 

１,０１９ 
 

９９２ 
２１４ 
２７２ 
６８ 
９２ 
１０２ 
３３ 
２１ 
２０ 
９０ 
６４ 
１０１ 
 

５７８ 
１８１ 
４１ 
 
 

９６ 
１２０ 
９２ 
５９ 
 

９８２ 
８４５ 
１３８ 

５２４ 
０ 

５１８ 
３３７ 
３２５ 
１１０ 
８９ 
５２４ 
 

５１５ 
１４０ 
２９５ 
７２ 
９４ 
９７ 
４１ 
３６ 
３５ 
９９ 
５３ 
１７１ 
 

４２１ 
１２５ 
５６ 
 
 

１９３ 
２３３ 
２８６ 
１１２ 
 

５５２ 
４９６ 
２３８ 

０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
 
０ 
０ 
０ 
 
 
０ 
０ 
０ 
０ 
 
０ 
０ 
０ 

４,１００ 
０ 

４,０００ 
４,０００ 
４,０００ 
３,５００ 
２,８２０ 
４,１００ 

 
４,０２０ 
１,５００ 
１,６００ 
９４０ 
１,０００ 
１,２００ 
１,０００ 
９９０ 
８００ 
２,０００ 
５１０ 
２,０００ 

 
２,５００ 
１,４００ 
９９０ 
 
 

３,０００ 
３,３３３ 
５,１３３ 
３,３３３ 

 
１０,０００ 
９,０００ 
６,０００ 

１,２４３ 
４５８ 
４７７ 
３００ 
２９７ 
３ 
９ 

７８５ 
 

１,２０８ 
２４６ 
３３２ 
５７ 
９６ 
１０４ 
３４ 
２３ 
３１ 
１０４ 
６８ 
２０４ 
 

６７４ 
１８６ 
５４ 
 
 

７１ 
１１６ 
９４ 
４８ 
 

６４７ 
５４８ 
９９ 

４３２ 
５６ 
３８６ 
３１０ 
３０６ 
５１ 
６１ 
４１９ 
 

４３３ 
１３０ 
２７０ 
７３ 
９２ 
９３ 
４０ 
３６ 
６７ 
１０９ 
５２ 
２４４ 
 

３７８ 
１１７ 
８１ 
 
 

１５８ 
２１８ 
２７１ 
７５ 
 

３５７ 
３１１ 
１４２ 

３８０ 
３８０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
 

２１５ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
 
０ 
０ 
０ 
 
 
０ 
０ 
０ 
０ 
 
０ 
０ 
０ 

４,４７０ 
６００ 
２,０００ 
３,６７０ 
３,６７０ 
１,３００ 
１,０００ 
４,０３０ 

 
４,４７０ 
１,０００ 
１,２００ 
７９０ 
１,０６０ 
１,０００ 
５００ 
４８０ 
９００ 
１,０４２ 
６４０ 
２,２４０ 

 
１,９１０ 
１,１００ 
９００ 
 
 

２,５３３ 
１,６６７ 
４,２００ 
１,３３３ 

 
７,４４０ 
６,０００ 
１,６００ 

１,０２７ 
２４ 
６６７ 
３２４ 
３１７ 
７ 
１３ 

１,００３ 
 

９９９ 
２１５ 
２７３ 
６８ 
９２ 
１０２ 
３３ 
２１ 
２１ 
９０ 
６４ 
１０６ 
 

５７９ 
１８１ 
４２ 
 
 

９６ 
１１９ 
９２ 
５９ 
 

９６７ 
８３１ 
１３６ 

５２３ 
１２３ 
５１６ 
３３５ 
３２３ 
１０７ 
８８ 
５２５ 
 

５１５ 
１４０ 
２９４ 
７３ 
９３ 
９７ 
４２ 
３７ 
３８ 
１００ 
５３ 
１７８ 
 

４２０ 
１２４ 
５９ 
 
 

１９３ 
２３２ 
２８４ 
１１０ 
 

５５０ 
４９４ 
２３４ 

０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
 
０ 
０ 
０ 
 
 
０ 
０ 
０ 
０ 
 
０ 
０ 
０ 

４,１００ 
２,０００ 
４,０００ 
４,０００ 
４,０００ 
３,５００ 
２,８２０ 
４,１００ 

 
４,０２０ 
１,５００ 
１,６００ 
９４０ 
１,０００ 
１,２００ 
１,０００ 
９９０ 
１,３００ 
２,０００ 
５１０ 
２,０００ 

 
２,５００ 
１,４００ 
１,３３０ 

 
 

３,０００ 
３,３３３ 
５,１３３ 
３,３３３ 

 
１０,０００ 
９,０００ 
６,０００ 

図表-3　記述統計量 

（注）１． 生活費=食費+住居費+日常費。奢侈品費=娯楽教養費+電話代+雑誌代。研鑚費=勉学費+書籍購入費。 
　　  ２．単位は「親の年収」のみ万円、他は月額で百円である。 

 



る。この調査は、各大学ごとにランダムサンプリ

ングした学生に対して、郵送法もしくは一部手渡

しという方法により毎年10月に調査している。調

査対象は、各年につき全国50～60大学の学生約

2.4万～2.8万人、回収サンプル数は約1.1万～1.3万

人である。今回は、推計に使用する変数に関す

る質問に対し無回答の場合は除き7）、３回分の調

査結果をプールしたデータセットを作成した。そ

のサンプル総数は13,414である。そのうち奨学金

受給者は2,862で全体の21.3％、日本育英会奨学金

受給者（推定）は全体の17.2％にあたる。

図表-２は、データセットの属性別構成比であ

る。奨学金受給者と非受給者を比較してみると、

奨学金受給者は相対的に理科系が多く、親との

同居が少ない。また、現在の暮らし向きが楽と感

じている者の比率は、非受給者は44.0％であるの

に対し、奨学金受給者は27.3％と少ないことが特

徴的である。日本育英会奨学金受給者に限った

場合も、ほぼ同様の傾向である。

図表-３に、収入と支出に関する記述統計量を

示した。総収入の平均月額は10.6万円で、その内

訳は家庭からの仕送りが59.5％、勤労収入が

30.0％、奨学金が9.3％である。一方、総支出額

は10.4万円で、生活費が57.5％、奢侈品費17.6％、

研鑽費が4.3％を占めている。

さて、奨学金受給者と非受給者を比較すると、

奨学金受給者の方が奨学金を除く収入は2.5万円

少ないが、奨学金を含めると逆に2.1万円多い

（内訳の左欄である「全奨学金を対象とした場

合」）。また、収入が多い分だけ総支出額も多く、

非受給者の支出額を２万円上回っている。項目

別にみると、特に多いのは住居費で、これは奨学

金受給者がその他の学生と比べて親との同居率

が低いことを反映している。また、その他の消費
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全奨学金を対象とした場合 日本育英会奨学金を対象とした場合（推定） 

全学年 １・２年 ３・４年 全学年 １・２年 ３・４年 

生活費 
　食費 
　住居費 
　日常費 
　　　 
奢侈品費 
　教養娯楽費 
　電話代 
　雑誌代 
 
研鑚費 
　勉学費 
　書籍購入費 
　（雑誌を除く） 
　 
旅行費 
　国内 
　海外　 
　 
課外スクール 
　運転免許取得 
　各種スクール 
　通信教育 
 
耐久消費財・高額品 
　 
　衣料品 

０．１６ 
０．０３ 
１．４５ 

 
 

０．４８ 
１．６１ 
０．０７ 

 
 

１．８１ 
－９．５１ 

 
 
 

－０．９３ 
７．３０ 

 
 

－０．０５ 
５．９６ 
－０．１３ 

 
－０．７７ 

 
－１．１０ 

＊ 

 

＊＊＊ 

 

 

 

＊＊＊ 

 

 

 

＊＊ 

＊＊＊ 

 

 

 

 

＊＊＊ 

 

 

 

＊＊＊ 
 
 
 
 

０．０７ 
－０．１８ 
１．１８ 

 
 

０．６４ 
１．３１ 
０．４７ 

 
 

１．４０ 
０．９７ 

 
 
 

－０．２８ 
６．４５ 

 
 

－０．１４ 
－０．６３ 
－０．３２ 

 
－１．３５ 

 
－０．９９ 

 

 

＊＊＊ 

 

 

 

＊＊＊ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊＊＊ 

 

 

 

＊ 
 
 
 
 

０．２３ 
０．１３ 
１．６３ 

 
 

－６．４８ 
１．９５ 
－７．８６ 

 
 

－８．４３ 
－９．２４ 

 
 
 

－１．４１ 
８．０６ 

 
 

０．４２ 
６．６４ 
０．２０ 

 
－０．３８ 

 
－０．６３ 

＊＊ 

 

＊＊＊ 

 

 

＊＊＊ 

＊＊＊ 

＊＊＊ 

 

 

＊＊＊ 

＊＊＊ 

 

 

 

 

＊＊＊ 

 

 

 

＊＊＊ 
 
 
 
 

０．１７ 
０．００ 
１．５９ 

 
 

０．４４ 
１．９１ 
０．１３ 

 
 

－８．５１ 
－９．９１ 

 
 
 

－０．２９ 
７．２５ 

 
 

０．０９ 
６．００ 
－０．１８ 

 
－０．８０ 

 
－１６．０５ 

＊＊ 

 

＊＊＊ 

 

 

 

＊＊＊ 

 

 

 

＊＊＊ 

＊＊＊ 

 

 

 

 

＊＊＊ 

 

 

 

＊＊＊ 

 
 
 
 

＊＊＊ 
 
 
 
 
 

０．０８ 
－２．６１ 
１．３１ 

 
 

０．４６ 
１．４９ 
０．４５ 

 
 

－８．４８ 
０．７６ 

 
 
 

１１．５２ 
６．４０ 

 
 

０．０１ 
－０．７３ 
－０．３２ 

 
－１．６０ 

 
－１６．１２ 

 

＊＊＊ 

＊＊＊ 

 

 

 

＊＊＊ 

 

 

 

＊＊ 

 

 

 

 

＊＊＊ 

＊＊＊ 

 

 

 

＊ 

 
 
＊ 
 

＊＊＊ 
 

０．２５ 
０．１３ 
１．８１ 

 
 

－６．５３ 
２．４４ 
－０．０７ 

 
 

－８．５１ 
－９．５７ 

 
 
 

－１．０９ 
８．０１ 

 
 

６．６４ 
６．７１ 
０．１０ 

 
－０．５８ 

 
０．１０ 

＊＊ 

 

＊＊＊ 

 

 

＊＊＊ 

＊＊＊ 

 

 

 

＊＊＊ 

＊＊＊ 

 

 

 

 

＊＊＊ 

 

 

＊＊＊ 

＊＊＊ 
 
 
 
 

図表-4　推計結果 

（注）＊＊＊は1％有意、＊＊は5％有意、＊は10％有意。推計方法はTreatment Effect Modelである。 



項目のほとんどは、奨学金受給者の方が高く、

非受給者の方が多いものは、わずかに交通費、旅

行費、各種課外スクール費、耐久消費財・高額

商品、衣料品だけにすぎない。もっとも、これら

の平均額の比較だけでは仮説の検証にならないこ

とは既に第１章で触れたとおりである。なお、親

の収入をみると、奨学金受給者は、父親が自営

業者の比率が相対的に高く、親の年収は654万円

と非受給者の982万円と比べ低い。

次に、内訳の右欄（「日本育英会奨学金を対象

奨学金は有効に使われているか
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全奨学金を対象とした場合 日本育英会奨学金を対象とした場合（推定） 
係数 標準誤差 z値 p値 係数 標準誤差 z値 p値 

 

消費関数 
　総収入 
　男性 
　親と同居 
　２学年 
　３学年 
　４学年 
　理科系　 
　医歯系 
　国公立大学 
　東北 
　東京２３区内 
　東京２３区外 
　東海 
　京都 
　北陸 
　大阪 
　神戸 
　中国四国 
　九州　 
　奨学金 
　定数項　 
 
奨学金受給関数 
　２学年 
　３学年 
　４学年 
　男性 
　親の年収 
　父親が自営業 
　親と同居 
　推薦入学 
　浪人経験有り 
　理科系 
　医歯系 
　国公立大学 
　東北 
　東京２３区内　 
東京２３区外 
東海 
京都 
北陸 
大阪 
神戸 
中国四国 
九州 
定数項 
 
 

０．８３３４８ 
０．０２２５８ 
－０．２８０４３ 
０．００９８７ 
０．０４４３５ 
０．０６５４０ 
－０．０１７００ 
０．０３２６０ 
－０．０１４８２ 
０．０３９５３ 
０．０７６８６ 
０．０１５７１ 
－０．００００６ 
０．０３３９３ 
０．０００６６ 
０．０１５３３ 
０．０６８６３ 
０．００１０７ 
０．０１８１３ 
－０．０８７５６ 
１．０４３４７ 

 
 

－０．０１１７０ 
－０．０１１７５ 
－０．０１６２６ 
－０．０１７０８ 
－０．０７４２０ 
０．１１６２７ 
－０．４０８８３ 
０．００７１２ 
－０．０３２４３ 
０．００２９１ 
－０．０９１４２ 
０．１７０１７ 
０．１８３７１ 
０．１０３９６ 
０．０８６１４ 
０.０６５５２ 
０．１３１９３ 
０．０９２１１ 
０．０４４６０ 
０．０６６２８ 
０．１６１６５ 
０．２９１５３ 
－０．３９９３９ 

 
－０．０５７７２２ 

０．８３０２３ 
０．０２２８０ 
－０．２８１４７ 
０．０１０９０ 
０．０４５１７ 
０．０６５１３ 
－０．０１６６５ 
０．０３２９９ 
－０．０１６６５ 
０．０３７８０ 
０．０７６４３ 
０．０１４５８ 
－０．００００４ 
０．０３３７３ 
０．０００４６ 
０．０１５４８ 
０．０６８６７ 
０．０００１９ 
０．０１５６５ 
－０．０７７０３ 
１．０６１９９ 

 
 

０．０２８７３ 
０．０１８０６ 
－０．０４２４３ 
－０．０１７５２ 
－０．０６０６７ 
０．１０３８４ 
－０．４４７８８ 
０．００９１８ 
－０．０３５４５ 
０．０３１２２ 
－０．１２５５５ 
０．１１７２５ 
０．１４４１０ 
０．０５９５５ 
０．０４６７６ 
０．０７４４１ 
０．１３３７９ 
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図表-5　消費関数および奨学金受給関数の推計結果 

（注）サンプル数は13，213。推計方法は、Treatment Effect Modelである。 



とした場合（推定）」）は、金額から日本育英会

の奨学金受給者であると推定される場合につい

て、受給者と非受給者で比較したものである。実

は、「学生生活実態調査」では奨学金の種類まで

は調査を行っていない。したがって、日本育英会

の受給者を完全に特定することはできないので、

貸与金額（無利子貸与額）が育英会のものに近

い場合に、育英会奨学金受給者とみなすことに

した。具体的には、月額3.8万～4.7万円あるいは

4.9万～5.9万円 8）受給している者を育英会奨学金

受給者とした。範囲を二つに分けているのは、国

公立・私立大学別、自宅・自宅外通学別に貸与

金額が異なるためである。また、日本育英会以外

の奨学金を併せて受給している場合9）や回答した

学生の記憶違いによる誤差も考慮して、金額に

幅をもたせている。この場合でも、「全奨学金を

対象とした場合」で観察されたものと同様の傾向

が指摘できる。

4．推定モデルと推定結果

（1）推定モデル
第２章で提示した２つの仮説を検証するために

は、前章のような記述統計を比較することでは事

足りず、厳密な統計モデルを推定する必要があ

る。そのため、この章では、消費費目別に、奨

学金の受給確率を説明変数に加えた消費関数を

推計する。学年による傾向の違いを分析するた

め、全学年のデータセットを用いた推計に加え、

データを１・２年と３・４年の二つに分けた推計

も行う。その際、奨学金の受給関数と消費関数

の誤差項間には、たとえば能力など観察不可能

なomitted variablesによる相関が生じると考えら

れるため、Treatment Effect Modelを適用した。

Treatment Effect Modelは、女性の賃金関数の

推計などで用いられる手法である10）。たとえば、

賃金に対する学歴の効果をみるため、学歴のほか

に年齢、居住場所を説明変数とする賃金関数を

考える。ここで学歴は外生変数となっているが、

能力が高い者は高賃金を得る可能性だけでなく、

大学に進学して高学歴となる可能性自体が大き

い。しかし、そのような能力は観察不可能で、大

学進学を決める関数の誤差項とも賃金関数の誤

差項とも相関し、結果的に大学進学関数と賃金

関数の誤差項は正の相関をもつ。この場合、最

小二乗法による推計では大学進学の効果が過大

にでるバイアスを持つことが知られている。ま

た、例えば大学進学の効果が全くなかったとして

も、誤差項の相関を考慮していないため見せかけ

の相関が検証される可能性すら存在する。したが

って、そうした見せかけの効果を取り除くため

に、大学進学行動自体の決定要因を考慮し、誤

差項の相関を考慮する同時推定が必要となる。

さて、本稿で消費関数の説明変数として用い

ている奨学金の受給確率も、観察不可能な

omitted variablesの影響を受けていると考えられ

る。小林［1994］は、奨学金の受給は家計所得

と学業成績の両方が考慮されて決定されているこ

とを示しているが、「学生生活実態調査」には成

績に関する調査項目がない。学業成績が良好な

学生は奨学金を受給しやすい一方、勉学費など

自己研鑽への支出が多い可能性も高い。そこで、

奨学金受給関数における誤差項や消費関数の誤

差項が学業成績と相関をもち、最小二乗法によ

る推計ではバイアスが生じることになる。これら

の相関を考慮するため、奨学金の受給関数を内

生変数として次のモデルをTreatment Effect

Modelで同時推定することとする。

ここで、Eiは学生iの費目別消費支出、I iとPiは

それぞれi本人の所得総額と親の所得、S iは奨学

金を得たか得ないかのダミー変数である。学生i

の属性X iは、学部、学年、性別、居住形態（親

と同居しているか否か）、大学11）である。属性Zi
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は学生 iの性別、学年、学部、浪人経験の有無、

入試方法（推薦か否か）、父親が自営業かどうか、

大学を考慮している。

消費支出Eiは、食費・住居費12）・日常費など

の生活費、教養娯楽費・電話代・雑誌代などの

奢侈品費、勉学費・書籍購入費（雑誌を除く）

などの研鑽費と大きく３項目に分けた13）。こうし

た１カ月当たりの消費項目とは別に特別費とし

て、過去半年間に旅行や課外スクール活動、耐

久消費財・高額品、衣料品に対し支出した費用

についても消費関数を推計した。

本人所得総額は、仕送り、アルバイトや定職

からの収入、その他収入、奨学金の合計である14）。

つまり、ここでは、学生の消費に対して個々の財

源別収入は影響せず、本人の所得総額のみが関

係するという仮定をおいている。

推定は、すべての奨学金を対象とした場合のほ

かに、日本育英会奨学金のみを対象とした場合

についても行っている。日本育英会奨学金受給

者の特定は、前節で説明した方法を用いている。

（2）推計結果
（ａ）奨学金の効果15）

図表-４は推計結果のうち、（１）式の奨学金ダ

ミーにかかる変数（λ）の係数と有意水準を要

約したものである。まず、「全奨学金を対象とし

た場合」の全学年についてみると、奨学金の受給

者は、生活費では食費と日常費の支出が高い。

住居費がそれほど多くないのは、奨学金受給の申

し込み時にすでに住居を決定していることの反映

であると考えられる16）。奢侈品費では電話代が多

く、研鑽費では、勉学費は多いものの書籍購入

代（雑誌を除く）への支出が少ない。また、特

別費の海外旅行への支出が増加している。このよ

うに、奨学金は書籍購入代へは振り向けられず、

食費や日常費、電話代、海外旅行に対して支出

されており、第１の仮説を完全に棄却できないよ

うな結果となっている 17）。なお、これを日本育

英会奨学金受給者に限ってみると、勉学費への

支出も減少し、概ね第１の仮説と整合的である。

次に、１・２年と３・４年の推計結果を比べ

てみると、生活費のうち食費や日常費への支出が

３・４年になると増大している。奢侈品費では、

教養娯楽費と雑誌代が減少しているものの、電

話代への支出は増加している。研鑽費では、勉

学費も書籍購入費も高学年で大幅に減少させて

いる。さらに、海外旅行への支出も高まってい

る。日本育英会奨学金受給者に関する推計では、

住居費や衣料品への支出が１・２年では少なか

ったのに対し、３・４年ではそうではなくなって

いる。このように、１・２年よりも３・４年で奨

学金を研鑽費へ振り向けずにそのほかの支出に割

り当てるという傾向はかなり顕著に表れており、

第２の仮説をほぼ支持する結果となっている。

（ｂ）消費関数と奨学金受給関数

図表－５は、全学年を対象として、貯蓄・繰

り越しを除く総支出についてのTreatment Effect

Modelの推計結果である。まず消費関数をみる

と、奨学金の有無にかかる係数の符号はマイナス

で、総収入額が同水準であれば、奨学金受給者

は非受給者よりも消費額が少ないということを表

している。平均額でみたときには、奨学金受給者

の方が非受給者よりも消費総額は多かった（図

表-３）が、このように学生の属性や所得をコン

トロールすると非受給者の方が支出が多いという

ことを示している。さらに属性別に詳しくみる

と、消費額は、高学年になるほど増え、学部別

には医歯系が多い。また、国公立大学の学生の

消費水準は私立大学の学生よりも低い。

次に奨学金受給関数をみると、親の年収が高

いほど受給確率が低くなる結果は当然といえよ

う。また、親と同居している学生の方が受給確率

は低く、父親が自営業であったり、国公立大学

の学生は、受給確率が高い。

5．むすび

奨学金の目的を、有能な人材育成の観点から

すぐれた学生への支給を重視する「育英」のみと

考える場合、奨学金受給者の支出は研鑽費など

教育投資的支出額が増加しているべきである。し

奨学金は有効に使われているか
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かし、奨学金の大半を占める日本育英会奨学金

は教育の機会均等という立場から経済的に困難

な学生へ支給する「奨学」も目的としている。

その場合、奨学金を受給することによって他の学

生と同じ水準の消費支出が可能となるのであれ

ば、研鑽費が減少したり奢侈品費が増えたりしな

いかぎり、研鑽費は増加しなくても問題はないと

考えられる18）。

しかし、本稿の分析からは、奨学金受給者は、

書籍購入費への支出は少なく（日本育英会奨学

金受給者に限れば勉学費への支出も少なく）、食

費、日常費、電話代、海外旅行へ支出している

という結果が得られた。しかも、その傾向は高学

年になるほど強まっている。

こうした結果は、日本育英会奨学金は、その

審査において学業成績や研究とのつながりがほと

んど問われず使途が自由であることから、勉学費

や書籍購入など投資的支出に振り向けられないこ

と、また奨学金の受給に厳密な継続審査がない

ため、こうした傾向は高学年になるほど強まるこ

とを示唆している。

奨学金が、本来の目的に則して有効に活用さ

れるためには、奨学金の設計を見直すことが必要

である。まず、「育英」と「奨学」という２つの

目的を分けて別々の制度とすることが考えられ

る。目的を分離することにより、受給資格審査

や判定の基準が明確になる。学生にとっても、自

分が奨学金を利用できるかどうかがわかりやすく

なるであろう。

次に受給期間だが、現行制度では大学入学時

に奨学金の貸与が決まれば４年間継続して貸与

を受けることができる。これを毎年審査するよう

に変更すれば、奨学金を受給する学生の学業へ

のインセンティブを維持することに役立とう。ま

た、現在のように学生を取り巻く環境の変化が速

い状況では、毎年資格審査をすることが望まし

い。

最後に、使途目的別の奨学金を設計するとい

うのも一案である。たとえば、学会発表、海外

研修、論文作成など、目的をしぼって奨学金を

支給するのである。これは、学業や研究に対する

高い意欲をもつ学生に一つの機会を提供すること

になるとともに、目的が限定されていることから

奨学金はより有効に支出されると考えられる。

注
1）奨学金が有効に使われているかどうかは、支出金額の

ほかに、勉強時間とアルバイト時間の配分などによっ
てもみることができよう。

2）入手可能な最新統計である1999年度には、大学生向け
奨学金額の87.3％が日本育英会奨学金である。

3）たとえば、McPherson［1988］、Stampen and Cabrera
［1988］、McPherson and Schapiro［1991］、Sander
［1993、1999］、Kane［1995］、Balderston［1997］、
Dynarski［1999ａ、1999ｂ］など。

4）銭［1989］は、「学生生活調査」（文部科学省）や「家
計調査」（総務省）などの集計データを用いて、中所
得層の進学機会に奨学金が影響していることを示した。
小林［1994］は、「高校生将来調査」（日本青少年研究
所）と「学生生活調査」（文部科学省）の個票データ
を利用して、奨学金受給の決定要因と受給確率をロジ
ット分析で推計し、奨学金の受給は、所得と学業成績
の両方を基準にして決定されているという結果を得て
いる。

5）さらに、実は、藤森・小林［2001］の推定結果のうちの
２つは、奨学金収入が高いほど娯楽嗜好費が高いこと
を示しており、彼らの仮説に整合的な推定結果は公立
の低所得者に対する推定結果のみである。彼らは低所
得者において娯楽嗜好費が高い結果がでた理由として、

「生活費そのものが低いため、その補 としての奨学
金が、娯楽嗜好費の方にも影響している」としている
が、これは推定結果の自然な解釈とは到底見なせない。

6）主たる家計支持者の失職や病気、災害などに伴う緊急
採用の場合、貸与期間は採用された年度末が終期とな
る。

7）同一の学生でも、項目によって回答している場合と無
回答の場合があるため、サンプル数は消費費目によっ
て異なる。また、既婚者は除いている。

8）1998年のみ4.9万～６万円。
9）2000年の「学生生活調査」（文部科学省）によると、

奨学金を受給している大学生（昼間部）のうち10.3％
が日本育英会とその他の奨学金を併せて受給している。

10）例えばBarnow, Cain and Goldberger［1981］など。
11）大学のダミー変数は、国公立・私立大学別ダミーお

よび地域ダミーという形で入れた。地域ダミーは、全
国を11地域に分類している。

12）親と同居している学生については、本来帰属家賃を
考慮すべきであろう。しかし、ここで使用しているデ
ータでそれをコントロールするのは困難であるため、
同居ダミーを入れて処理している。なお、同居の学生
と非同居の学生にサンプルを分けた推計も行ってみた。
その結果は、注15）を参照されたい。

13）食費は自宅生の場合は外食費など、住居費は部屋代、

季刊家計経済研究　2003 SPRING No.58

94



ガス・水道・電気代など、日常費は衣料品、化粧品、
タバコ、フロ代などを含む。教養娯楽費は、新聞代、
サークル費、交際費、コンパ代、レジャー代などであ
る。勉学費は、筆記用具、文具、フロッピーなどのパ
ソコン用品を含むが、授業料は含まない。

14）仕送りは、自宅生の場合はこづかいの額である。定職
は正規職員またはそれに準ずる身分で採用されている
場合、それ以外はアルバイトとみなす。

15）奨学金受給者の特性が親と同居している学生の特性
と重なり合い、しかも同居している学生の生活費は親
が支払っている部分が多いこともありうる。そのため、
消費関数に親との同居ダミーを入れただけではコント
ロールが十分ではない可能性がある。そこで、親と同
居している学生と非同居の学生にサンプルを分けた推
計も行い、奨学金ダミーの有意性をチェックした。親
と同居している場合、奨学金受給者は勉学費を増加さ
せているが、その他の支出項目については、同居の場
合も非同居の場合も図表-４と概ね同様の結果が得られ
た。

16）奨学金の申込方法には、進学前に入学後の奨学金を
予約する予約採用もあるが、それは一般的ではない。

17）奨学金受給者は、各種スクールへの支出は高い。各
種スクール費用には、投資的な支出が含まれる可能性
もあるが、その詳しい中身が不明であり、奨学金を有
効に支出しているかどうかについては明らかではない。

18）奨学金政策が教育の機会均等の面で有効かどうかは、
奨学金の進学行動への影響をみる必要があるが、今回
使用した「学生生活実態調査」は大学進学者のみが対
象となっているため、その分析には適さない。また、
日本育英会奨学金には大学入学前に受給が決まる予約
支給という制度もあるが、それは一般的ではなく、大
部分が大学進学後に奨学金の受給が決定されている。
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